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集 合 財 と 公 共 的 供 給 財

I 序

H 公共財概念の再検討 

1 等量消费財

2 結合供給性と》 不可能性 

3 市場機構でめ供給 

m 集合的行動

1 後合的行動における意思決定 

- 2 政治機構

3 公共的供給財の決定 

I V 結

公共財の分析は, Lindahl, Wicksell等の先駆的業繞 

を別にすれば，Samuelsonの 1954年論文がその端緒と 

みなされている。 Samuelson (1954)は，通常の経済理 

論に登場する私的財に対して，各個人が等量に消費す 

るM としての集合的消費財を定式化し，これら2 組の 

財集合からなる一般均衡モデルを提示した。以来20年 

問, 公共財問題は.多くの研究者を巻き込む論争のトピ 

ックのひとつとなり, 概念の精敏化と，より一層の一* 

般化が因られてきたものの，いまだ多くの点で充分な 

意見の一致をみていな、。公共財という概念にしても， 

巢合財，柴合的消費財，染団的消費財,結合財等の類 

似用語が並存し，その意味するところも論者によつて 

まちまちである。そして，Samuelson (1964)対Minasian 

(1964)のT V 論争にみられるように,関心領域の異な 

る研’ザ者間の論争に少なからぬ混乱をおこしつつ，そ 

れぞれの舉門鎮城で別個の公共財概念による分析力順 

開されている。

との混乱の■-耍旧は，公典財間題が関係する学ra値 

域の多元性にある。公共財を字句通りに受収れぱ，政 

府部門の活動に開わる財であるから，政府部門の経済

川 野 辺 裕 幸

学としての財政学や,最近のDowns, BuchanaA, TuUock 

等の経済趣論の応用としての政治学で公共財間鹿の 

研究は，政治機構での意思決定過程のpositiveな分析 

や，どの財を公共的に供給すべきかといラnormative 

な分析を与えるものと期待するのも不当ではないだろ 

う。 しかしながら,：市場機構に対置すべき政治機構の 

キデルが充分な発展を遂げていない，行動主体である 

個人の概念が？i 立していない等の理由から，市場機お' 

と政治機#！を連結した公共財間題の分析を与えること 

かできなかった。また Samuelson (1954)以下.のnoi*- 

mativeな経済理論における公共財の概念も,-政治機 

構-の分析を欠くがゆえに,公共的に供給される財では 

なく , 市場機構のバフォーマンスから考慮して，公共 

的に供'給される可能性のある財にすぎない。

このノートは，従来の市場機構に中心を置いた公共 

財概念に，集合的行動論による政治機構のモデルを連 

結させ，どのような財，サービスが，どの制度によっ 

て供給されるかという問題についての一試論を与える。

n 公共財概念の再検討 

,1. 等量消爱財

Samuelson (1954)は集合的消費財を，「ある個人によ 

る消費力;他のいかなる個人による消費も削減しないと 

いう意味においてすベての人力決通受する財J と 

定義し，

Xn+J~X*n+J (Jニ 1 ,2, m', t ニ 1,2, s)

で示した。すなわち，集合Ml消費財とは，どの個人に 

よる消費量も社会全体の供給量にキしいような財であ 

り，各個人は，それぞれこの財を等贵だけ消費する。 

そして，集合的消費財の最適配分条件はUMRSニMT, 

すなわち，各個人の染合的消費財の消費fこおける限界

4 1 (193)
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代替率の総和が，集合的消費財生産の私的消費財生産 

に対する服界変型率に等しくならねぱならない。 しか 

し市場機構においては，各個人は自分自身の選好を 

偽って，過少の表示をすることによって負担をまぬが 

れようとするであろう。 したがってここでは，集合的 

消費財の供給は，まったく行なわれないか，あるいは, 

この財をもっとも選好する個人/fcが MRSa =  M T とな 

るまで供給を受け，他の個人はすべて free-riderとな 

って，結局，2 M R S > M T という過少の供絵しか行な 

われないと考えられる。

Samuelson (1954)の主な貢献は,等量消費財とその 

最適配分条件の数学的定式化にあると考えられるが， 

その解釈については，いくつかの批判点があった。

1) すべての個人が等量消費する財であるという策 

合的消費財の定義に厳密にfcてはまる財は，ほとんど 

存在しない。実際,よく引合いに出される国防サービ 

スの場合でさえ，すべての地域の住人が等量のサービ 

スを消費しているとは考えられないのだから，この定 

式化は政府活動の過度の限定とみなさざるを得ない。 

通常の財は，純粋な私的財と等量消費財の中間にある 

と考えられるが，それらの分類や最適配分条件は不明 

でもる。

2) 傷合的消費財の最適供給が市場機構において実 

現しないことから，，ただちに公共的な供給の必要性を 

導出することはできない。各個人の選好を社会的選好 

へと変換していく政治機構のパフォーマンスを分析す 

ることなしには，私的財と公共的に供給される財との 

境を後定することはできないというものセある。

これらの批判点は市場機構とともに，政治機構をも 

分析の範囲に含めて公共財問題を考察しようとする者 

にとってはffl耍な論点である。 しかしまた，それが 

Samuelson (1954 )自体にむけられることが正当ではな 

いことも否めない。すなわち，第一に，Samuelson(1954) 

の論点は,後合的消費の性質を持った財が存在する場

m m m m m m

仓は市場機構は最適配分を達成しえないというところ 

にある。たしかにこの目的からすれぱ，純粋私的財と 

等量消費財を財集合の両極ときえて，通常の財をその 

混合であるとするSamuelson (1955) の説明は， やや 

misleadingであり，後に訂正がなされているが，市場 

機構の失敗を説明するにはpolar-caseの議論で充分な 

わけで，中間財モデルを提示する必耍はなかった。第 

ニに，Samuelsonの着目点は市場機構のバプォーマン 

スと最適配分条件であって，政治機構のそれではない， 

したがって，市場機構での失敗を救済するためにどの 

ような理想的な政治機構を想定しても彼にとってはS 

由 で り ，分析の成果を損うものではなかった。

このような点で，Samuelson (1954 )は上述の批判0- 

対象とはなり得ないが，政治機構をも分析の対象と考 

えようとするわれわ'れは，Samuelson (1954 )の関心を 

越えて，等量消費財の性質の解釈に進むこととしよう。

2 . 結合供給性と挑除不可能性

Samuelsonの等量消費財には，本来別個の概念でfc. 

る結合供給性と排除不可能性の2つの性質がともに含 

まれている。結合供給性とは一旦ある財が生産されれ 

ぱ，複数の者に同時に供給が可能であることを示す。 

通常の Marshallの結合生産とは，牛肉と牛皮の例の 

ように，一生産活動から複数種の財が生産されること 

をいうが, ここでの結合供給とは，潜在的に財の供給 

をうける個人が複数であることに着目する。結合供給 

性を有する財の供給量を，ある個人について増加させ 

るためには,必然的に他の個人への供給量を変化させ 

ねばならないから，個人間への分割不可能性という 

Buchanan (1968)の用語に対応する， また，この財を 

需要する個人の側から見れば，他の需耍者と独立に自 

己の需耍量を変化させることはできないから，Mishan 

(1969)の非選択性に合致する。.

また結合供給性は，必ずしも同質同量の財が複数の

注（1〉 この点は， Samuelson (1954)に対するMargolis (1954)の批判及びSteiner (1969〉参照。

( 2 ) Samuelson (1969b)。公典財は，ijlに 2人以上の効/HIM]数に入るようなWであり，「ナイフの刃りような私的{けがー 

方の極にあり，あとの財はすべてなんらかの**消 '巧の外部性』を含むことによって公共ly•の領域に入る」としている。

( 3 ) いわゆる公共:財に結合供性が在在することを示したのは， Shoup (1965)であり，.これをBuchanan (1966), Head 
(1972)が支持している。 Samuelson (1969b)は，マーシャル流の結合生遊との違いと指摘しているが，これについセは 

Bradford (197り，

また緋除不可能性は， Musgrave (1959)によるが， Musgrave (1969)では，この性K が制度に影響されることが強 

調されている《

( 4 ) その他の顔似概念としては， Musgravo (1969)の， における非競合性があを。^^る個人による消費が他の個人の 

参入によゥて損われないような財の性数を示すものであるが，この場合，道!格のサービスのように，参入が多くなれぱ 

なるほどサービスの資が低下するiW嫩 IIの収极いが問® となる。 Pestoii (1972〉は，猫嫌財を準競合めで#除不可能な
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個人に供給される場合に限定されるものではない。た 

と免ぱ，隣接して住んでいる個人a, b のうちa が家 

庭用消火器を購入したと考えよう個人a の消火雅は 

自家の出火の際に役割を発揮するというサービスを所 

右 者 こもたらすぱかりでなく，個人ろにとっても， 

自家で出火しオこ際に個人ftから消火器を借用できれぱ 

同種のサービスを得る。 しかしそのサ- •ビス量は，消 

火器の所有者であるa と，直接の所有者ではないb と 

では，たとえば，借用する為の手続き等-で火災発生直 

後め用に間に合わないというような差異が存在し得る。 

ますこ,レストランに入って先客の食べているメニュー 

が欲しくなるといういわゆる依存効来の場合では,明 

らかに, 実際に食べている先客と，それを見たり伝わ 

ってくる句いを嗅いでいる者と,には異なった財，サー 

ビス力’、供給されていろはずであ(る。

村上（1970 )の示すように，財め生産活動と消費活動 

の範囲の区则はあいまいでをって，前煮の例において 

は, 生を消火器という資本ストックの生産に限れば， 

消火器は結合供給性を有するものではないが，消火器 

の使用権の消費という点に着目すれば,消火器使用権 

というサービスが個 人 a, 6 に結合供給されると考え 

られる。後者においても，食事をするという行為が他 

の客に新たなサ一ビスを結合供給していると考えるこ 

とも可能である.

次に排除不可能性は, 旦その財が,ある個人に利用 

可能となれぱ，供給のための費用分担の如何にかかわ 

ら'ず，必然的に他の個人にもその財が利用可能となる 

ことを指す。この挫質を有する財は，一旦生摩されれ 

ぱ負担の如何にかかわらず複数め個人に結合供給され 

るから, ホ場機構においては代価力*ま仏われることは 

ない。ここで挑除不可能とは， ずしも，その財の供 

給に要する費用をA 担する意思のない者を，その財め 

享受から排除することが物理的fc尔■能な場合のみに 

限定されるのではなI 、。物理的には挑除が可能であっ 

ても,そのために禁止的な費用が必要である場合をも 

含む。さらにこの挑除の可否は，きわめて制度に関運

した槪念でもる。たとえぱ，住宅のもたらすサービス- 

や太陽の照射のもたらすサービスは， もし私有iけ産権 

や日照権を保誕する法規が存在しなけれぱ排除不可能: 

性を持つこととなる。特定の財について排除可能性が- 

成立するためには,第一4こ特定の財に関する私有財産 

権力存在し所有者が排他的に■享受でき, . しかも自由: 

にその使^^を他者に移転できることの制度的保証を必 

要とする。これは，政治機構での意思決定に依存する。, 

第二に, 私有財産権がBI立していても，その行使,す 

なわち，管理，消費*排除権の行使に禁止的なコスト 

力;かからない必要がある，例えぱ，士地については，

謝- , 進入禁止の立札, . 私的財産権力’液害され .た場合の: 

訴訟費用等がこのコストに当る。第三に，特定の財の. 

市場機構での売買に関する取引費用が，財のもおらす . 

使益を越えない必要がもる。これは，売り手，買い羊- 

の存否， および，伝達情報費用の大小などに依存すくも’ ^̂

これら条件のうちどれかが欠落すれば，排除不可■能 ‘ 

性が成立するのだが，これは市場機構をとりまく政治; 

的 . 社会的制度に多く依存するのであって，財の物理， 

的 . 技術的性質は部分的に関速するにすぎない。

以上の2 つの性質めうち挑除不可能性を持つ財は結 

合供給性を有するが，結合供給される財の一部分力，、お 

除不可能性を持つにすぎない。入場料,使用料を徴収 

することによって’ free-1-iderを排除する映画館や高速•' 

道路がその例であ'る。そしてSamuelson (1954)力；定式‘'. 

化した最適配分条件2 M R S = M T が妥当するのは， 

財が結合供給性を有するからであり，これは，排除不 

可能性の存否とは無関係に妥当する。とこで結合供給 

性を有する財を-共同利用可能財と名づけることにする 

共同利用可能財のうち排除不可能性を有する財は,一 

旦生産されれぱ，その供始のための費用を支仏わない 

者の享受を排除することができないから, 価格排除機- 

構力湖! かず， 各個人は選 ]̂ -̂を顕示しない。

Samuelson (1954)り參量消費財は，これら2つの性. 

質力洞時に满たされていて,’ しかも社会のすぺての個； 

人に等量の.財が需要されるとい'う意味で二重のpokf-

財と考免ているd またBuchanan (1965)は,浪雜現象と各財に固有の収容能力を一 •要因として最適な供始形態を-;;ふ- 
るクラ プ財の議論を している。 泥雜財については Ellickson (1973〉。

注（5 ) この2つの例は， Mishan (1969)の示す物理め (tangible)外部効染と心理的（psydiie)外部効果に対あする。

( 6 ) 似の慨念としては，拒絶不fil能性がもる。結合供給された財が，ある個人にとってiなの限界評価をもたらすにもヵ、.- 

力、わらず，そ の 消 激 絶 ，または低下させることのできない場合を招す， Samuelson (1969b) p, 104 n .1 , Meyer 
(1971), Tanzi (1972), '

(7 )  Arrow (1969), Davig and Whinston (1967〉，Broussalian (1973) , 最近の Musgrave (1969) もこの点を强調し

ている。 ''
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( 8 )
«aseを形づくっている。

また，費用適減産業，不確実性等の存在により市場

機清では最適供給が行なわれないホ場の失敗の場合に,

これを捕正するサービスも共同利用可能財と考えるこ

とができる。周知のように費用通减ま業では，眼界費

用による価格づけが生産者側に損失をもたらすことに

なり，市場機構においては消費者余剰を最大にするよ

うな供給が達成されないb ここで，もし限界費用価格

を越える費用が計算され，それに対する補助金が与え

られるとするならば，この産業は最適供給水準を確保

すること力河能である。この補助金による最適供給の

確保というサービスは,当該産業の生産物を購入する

各個人に共通に享受され得るから結合#^給性を有する。

また挑除不可能性の存否は,補助金の負担に関する収

決めに依存する。もしこの費用が租税としてこの生産

物を購入じない個人にも課されるとすれば，彼らにと

ゥて補助金は拒絶不可能財であろうし，この生産物の

購入者であっても負担を強いられない者があれぱ，彼 
(10〉

は free，riderでもる。

次に不確実性についてみX みよう，Weisbrod (1964) 

は，財の中にはその使用がまれであって，将来使用す 

るか否かが不確実で，しかも実際の使用のための費用 

はきわめて高い場合を考える。このような財について 

は，個人はそれぞれがいっでも使用可能であるように 

しておくサービスに対■して何らかの効用を感じると考 

えられる。Weisbrodは，このサービスに対する需要 

を選択需要と名付ける。例えぱ，終夜営業のドラッグ 

ストアや，各地の名所旧趟は，各個人にとってはいつ 

それを利用するかは不確実だが, それが存-続している 

服り，いつでも利用が可能であるし，また存続してい 

ることg 体に期待の効用を感じる力、もしれな、、。 しか 

しこれが私的に経営されていれぱ選與需要は評価さ 

ない。例えば終夜営業:のドラッグストアは，深夜の 

客に対して割増価格を耍求し終夜営業の費用を負担さ 

せることができるが，その他の個人は無償で選択需要 

，を満足することができる。 また Zeckhaiiser (1969)の 

P I P M  (ある財が将来必要になった時にいつでも供給する 

ことを保証するサービス）も，例えぱ，消火のために请’備

しておく消防i|iのように，実際に火まが起った時の使 

用は排他的であっても，火事が起った場合には1/、つで 

も利用できるという保証のサービスは複数り個人に結 

合供給され得る。 P I P 財は，一定の範囲までは，需 

要者力凌入することによって生じる費用め増分は， P 

エP 財供給施設の設置費用や維持費用に比較して少な 

い。しかも，消防サービスのように，この供給機t棒に， 

より多くの個人力';加われば加わるほど保の効用は増 

大する。この場合， P I P 財は保険のように，市場で 

取引されることも可能ではある力V 非契約者をP I P 

財の享受から挑除しさらにそのことに.よってザービ 

スの質を低下させ,二重に需要を低下させることにな 

る。

3 . 市場機構て，の供給

この節では，共同利用可能財の市場機構での需給を 

考える。まず, 排除不可能性を落し，結合供給性のみ 

を持った財（これを結合供ま̂?財と呼ぽう）の場合を示そう。 

ここで結合供給財は，恼単のために，その財を享受す 

るすべての個人に対して同種の財が等量だけ供給さわ， 

また市場機構における各個人は，他の個人とは独立に 

行動するものと仮定しよう。 .

競争市場において，結合供給財の生産者，消費者と 

もに，すべての逃好関数に関する完全知識を有してい 

るとすれば，生産者は，各消費者に,結合供給財の評 

価額に応じた差別価格を耍求する。結合供給財の等量 

性と分割不可能性から，各消費者に要求される単位あ 

すこりの制格は, その価格で所定の量だけ購入するか， 

あるいは全く供給を受けないかという形で示される。 

通常の消費者，生産者の極大化行動を前提とすれば,

個々の消費者に対する差別価格は，各個人の平均評価 

に等しくなり，社会全体の供給量は,各個人の平均評 

価額の合計が限界変整率に等しくなる点に定まる。通 

常の効用関数の凸性から，各個人の限界評価は，平均 

評価を下まわるから，結合供給財の市場均衡は， 

2 M R S < M T となり最適配分条件に比較して過大供給 

が行なわれる。

ここで，すべての効用関数に関する完全知識という

注（8) 後に公; }財の施l«Jを拡大した1̂ 矩義では，排除不能性を公共財の必要条仲からはずしている。Samudsona969b)。
( 9 ) 前記注（6〉。
( 1 0 )排除不可能性が市場機構を離れると急速に同義反彼的性格が現われるのは,' この概念が本来，制度に閲速した性格を 

持つからでる6
ひ1〉 中HI脚のお示や最適配分条件の定式イヒは， Breton (1965), Weldon (1966), Musgmve (1969),村上（1970) , 貝 

塚 (1971)等によっズ試みられているが, 村上 (1970)の定式化が，より一般的である》

<12) Thompson (1968)«
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条件を落せば，消費者の選好の木顕示がおこり，差別 

価格づけは不可能となる。 しかし価格排除機構の働 

きは存在するから，もし均-^細格での供給を仮定すれ 

ぱ，選好の不顯示を免れることができる。ところ力 

与えられた均一価格以下の平均評価しか持たない消費 

者は結合供給財の享受かち排除され，反対に，平均評 

価が所与の価格以上の個人の選好は無視されてしまう。 

したがって，この場合には過少供給が結染する。この 

ように，結合供給財は,.市場機構ではSamielsonの最 

適配分条件から516離するが,市場機構での供給は可能 

である。特に, 各個人の逃好が同-^に 近 、場合はど最 

適配分条件に近い水準の供給が可能となろう。

次に，結合供給性と排除不可能性の両方の性質を持 

った財の市場機構での供給を考えよう。ここでも,財 

を享受するすべての個人に対して同種の財が等量だけ 

供給されると仮定しようこの財の潜在的消費者数が 

社会全体に直るか，あるいは大部分を占める場合，た 

とえ生産者力';すべての消費者の選好を完全に知って、 

たとしても，差別化した価格を政制することは不可能 

であり， 最適供給の必要条件は満たされない。 しか 

し各個人の独立な行動を仮定すれば，もっともこの 

財を選好する者が代価を支払うことにより，財の供給 

が行なわれ得ろ。消費者選好に関する知識を^産者が 

持つか否かは，消費者にとって有利な価格に導くか否 

かを決定するだろう力'、，どちらの場合にせよ，このm  

買者以外のすべての個人はfree-riderとなるのだから， 

彼等の限界評価の合計が正であろ限り，供給は過少と 

なる。

この財の潜在的消費者数が少ない場合には，多数の 

競争的生産者と，少数の潜在的消費者の登場する市場 

を前提とするがら，完全競争の仮定,を満たしていない。 

ここでも各個人の独立な行動を仮定すれぱ，市場炒構 

のパフォーマンX は，潜在的消費者が多数の場合と同 

一であり，もっともその財を選好する者が価格を支仏 

うことになる。この場合には，MRSiニMTであり, 最 

適水準に対して過少となるが,財の潜在的消費者数が 

少ないはど最適水準に近づくかもしれなV、。

こめような潜在的消費者が少数の場合には，各個人 

は相互になんらかの取決めを行ない，食担を分割して， 

より多くの供給を受けようとすることが容务！rに予想で 

きる。 しかしとれはもはや個人の独自の行動ではな 

く共同の行動である。この節で示されたよう.に，一般 

に，結合供給性や挑除不可能性を有する共同利用可能 

財は，市場機構での供給が可能ではあるがSamuelson

のパレート最適配分条件を満たさない。そして結合供 

給性は，共同利用可能財の需給に関して,複数の個人 

の効;H関数に相互依存的な影響を与える。このことは 

共同利用可能財に何らかの効用をみ、だす各個人にと 

ってみれば，市場機構における独自の行動ではなく，

何らかの共同行動によって相互に利益を得るような結: 

果も期待し得ることを示している。ここで，もし各個 

人が，市場機構以外の場においても効用極大化行動を 

取るとすれば，共同利用可能財の供給について，相互 

の利得を期待することが可能である限り，自発的に共 

同の行動に移ると考えてよいであろう。このような行 

動を，Buchanan and Tullock (1962)に従って集合的行、 

動としよう。 ’

m 集 合 的 行 動

集合的行動の分析には，通常の市場機構に登場する、 

行動主体としてのhomo oecQnomicus 'の前提をいくら、 

か拡張しなけれぱならない。ここでの個人は，市場機- 

構のみならず， 私的な律合的行動による意思決定，政 

治機構による公共的意思決定に参加しself-interestを- 

極大化するよう行動する。そして各個人の効用関数の. 

中の要素には，市場化され得る財のみならず，集合的./ 

意思決定に耍する時間，情報収集, 説得等の行動に要、 

する努力等力をまれる。各個人は，これらの要素のす、 

ぺての組合せについて合理的な選好順位を持つ力’S こ 

れらの要素および他の個人の選好に関する情報収集コ： 

ストが正である.ため，自分自身の行動から生じるであ 

ろう結果について不後実な情報しか得ることができず，、 

意思決定においては，期待効用を最大化するよう,な行 

動を選択する。 ‘

以上のように仮定して^6合的行動を考えよう。

1. 集合的行動における意思決定

各個人は，あらゆる状態についての完全な選好順位 

づけを持っているが，物理的 ♦ 心理的 * 制度'的な制約,, 

あるいは不確実性により，そb 中で資際に選択し得る 

領域が限られている。これを行動可能領域としよう。 

個人は，行動TiJ能領域の中で最大の効用をもたらす行 

動を選択する。さて，共同利用可能財に関して，市場 

機構における個人の独まの行動によっては ,パレート 

想:適配分条件が満たされないのは，すでに見た通りだ： 

ゼ、、これは，各個人にとって他のなんらかの制度にお. 

いて，よウ上位の選好順位に到達し得る潜在的な行動）

45 ( i ^ )
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可能領域の存在する可能性を示している。 しかも共同 

利用可能財は，その結合供給性から，共同利用可能財 

'に何らかの効用を見いだす各個人が集まって供給費用 

の分担を行なうとすれば.より多くの供給が行なわれ 

得る。

至 点

取引锁域
あらゆる状態

ル4合的行動での
j n m i m m

-tu場機構での 
行動可能锁域

遥好順位 
無差別III!掠

第 1図共同利用可能財に関する行動可能領域 

各個人は，共同利用可能財に関して，市場機構にお 

ける独自の行動よりも，集合的行動による方が,相互 

に利益を得ると考える限りにおいて，集合的行動によ 

る共同利用可能財の供給，すなわち银合財の供給を自
(13) _

発的に行なう。集合的行動に参加する各個人は，相互 

の交渉によって集合財の供給水準，使益の分®!, m  

の分担に関するなんらかの取決めを成立させ，その取 

決めの履行を約31?す,る。ここで想定する染合的行動は,‘ 

恼単のために，特定の共同利用可能財の供給について 

のみ創設された一時的組織であり，各個人の参加は自 

発的であり，脱退も自由であるとしよう。ただし，共 

同利用可能財の結供給のキャバシティ一によっては， 

参加者数が制限される場合もある。以上の想定から， 

集合的意思決定において異なった意思表示をするもの 

は，脱退して他の集合的行動に加入することが可能で 

あるから，ここでの意思決定ルールは全員一致である。

各個人は，集合的意思決定過程において，他の個人 

，に対して，脅迫 . 支配，説得等の考え得るあらゆる行 

働をとることが可能だが，a 発的参入と自ぬ脱退の仮 

'定から，市場機構における独自の行動と比較した場合， 

，少なくとも，集合的行励によって他の個人が得る効用 

，の憎加分も越えない範pii内に, 激 H ，支配等の行動は

制限される。 しかも，同様な集合財を供給する多数り 

染合的行励の存在を前提とすれば，各個人は，それ，ぞ 

れ自分にとってもっとも条件のよい集合的行動組織を 

選択することができるから，各個人の示威，暴力等の 

舍迫,‘ 支配行動は極めて制限され，これら脅迫行動に 

左右されずに，自分自身の選好に従って意思決定を行 

なう民主的環境が期待できる。

集合的意思決定過程に参加する各個人は，交渉にお 

いて，より有利な立場に立つため{"ら他のバートナー 

の選好と，戦略に関する情報を収集する。この行動の 

たあに必要な，時間 . 努力.資源等を情報コスとす 

る。さらに,各個人はバートナーの選好に関する情被 

に莲づき，自分ま身の選好は極力隱しながらも，より 

有利な染合財供給水準と費用分担を決定するように戦 

路的な交渉，説得を行なうC これを遂行するたに必 

要な’コストを交渉コストとし情報コストと交渉コス 

トを合わせて意思決定コストとしよう„ 意思決定コス 

トはさまざまな要因に依存する。

、ま挑除不可能な共同利用可能財の集合的供給を考 

えよう。この財は，一旦生産さ;H•ると社会のW人の個 

人に正の便益をもたらすもので、，その供給の提案は， 

限界単位ごとに行なわれ，策合的行動に参加する各個 

人が, そのつど供給に必要な限界コストCを分担する 

ものとする。集合的行動に参加する個人の数を^人 

i l< m )と し 個 人 《の限界ゴストの分担割合をび,:と

すれぱ’ ノ

2  «£>1,

の場合にのみ集合財の供給は可能となる。この財の潜 

在的消費者であるm人の個人は，それぞれ築合財供給 

の可能性について主観的確率を持っている。ある個人 

にとって渠合財供給が雄実であれば,費用負挺をせず 

に便益を享受しようとするだろうから策合的行動には 

参加しないが, 不痛:実であれば，柴合財供給の意思を

示して自発的に後合的行勁に参加するがもしれない。 

この場合，各個人は自分自身の選好を隠し，他の個人 

の選好を探りつつ分の費用分担を申し出る。镇合財

.注(13〉 集合め行動による共同利/!河能財の供給にはLindahl (1958)以来の議論がある。彼は少人数のモデルで最適解を導 

IMしたが，その前提には，1〉等世消卵けであること。2 )その财を消す^^るすべての個人が级合的行動に参加するこ 

と。3〉各個人は選好を班际すること。4) ^|^^め行動1ミ;体には何のコストも必耍とされない等が举げられる。しかしこ 

れら4条仲がリ̂現するととは旧難で >̂る。與種財の紹☆ 供給をも考慮に入れれぱ，1 )は狭すぎるし, 2 )は排除不TiJ能 

な财の. free-rider問題を抬象している. また，4 )で拾象された集合勺行動における倩報収集行動，討論,脅迫等の交 

渉行⑩おけるコストを正とすれぱ， る個人にとっては，染合的供給による共同利in可能!け享受の使益が，これに满 

たな、限り，集合的行動への参加の誘は起らない。最後に, 級■は的行動に参加する各個人は共通の的と同11'"̂に,結 

果として化じた^̂ 含1けの分けまえを最大にし！/*かm 担を肢少にするよう動機づけられているから，ほかil身の逸好を 

撒そうとし，3 )は满たされない。 ’
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供給の可能性が不確実の場合には，各個人は，自分の 

申し出る分担制合と他の個人との交渉に投下する 

意思決定コストB fが，讓合財供給に関する生観的確 

ギ Y iに正の相関をもたらすと考えるだろう。すなわ 

ち，

Bf), (0 ^ y ,^ i ) ,

OUi
dn

> 0.

と集合の限界的供給による予想便益増加分をK,- 

すれぱ，個人ィの純使益S iは，

’ Si ニ R广 々 S.-^O,

であり，効用関数U,'は,‘ S fに依存するから， 

U.-=U,(S.).

個人 i は,期待効用E lV i lが最大化すろよう行動す 

る。 ここで ,

E.[U<]=E.[U<(R.-«cG-Bv)].

個人 i にとって集合財供給が実現する主観的確率を 

y，とすれば，

E,{U‘]ニ Ui<R厂 び Bi).

したがって個人f は，

R, —ffiC—Bf>0, 0<C«i<l, Bt>0,

の下で，Ei[U‘] を最大にするような, 費用負担割合び, 

と意思決定.コストB,.を決定する。

藥合的行動は，ホ場機構における独自の行動よりも 

'相互に利得の存在する場合にのみ成立するから， この 

.水準を越えて，パレート最適条件を成*させる点まで 

.が戦略的な取引領域となる（第1 0 )。各個人は，戦略 

;的収弓iが，より有利な条件で取決めを蹄結させる可能 

性がもる限り，意思決定コストを増大させる。一 

:般に取引領域が大きければ大きいほど，す な わ ;娘  

合的行動による利益が大ならぱ大のほど名■個人の意思 

決定コストへの投下額は增大する。また，集合的行動 

に参加する個人の数が多くなるほど，個人問の情報伝 

達必要量は増大するぱかりでなく，各個人の重要度， 

影響力は低下するから，集合的意思決范を自己に有利 

な方向へ導くためには，より意思決定コストへの投下 

額を増大させる必要があろう。

意思決定コストのうち，戦略的取引に投下ざれる部 

分は，このグループ全体にとつてみれぱ浪費であり， 

このコスト圧力によって，戦略的取引がない場合より 

も低い水準に猪合財供給水.準を落してしまうだろう。 

なぜなら，集合財供給による便益よりも,意思決定コ 

ストが高いと予想する個人は，自発的にダループから 

退出してしまうだろうから,.彼の選好は集合財供給水 

準に反映されない。

排除不可能性を持たな、結合供給財につI 、ては，各 

個人は集合的行動に参加しない限り，免合財を享受す 

ることができない。特に，潜在的消費者数mに対して, 

集こ合財のキャパシティ 一 />^が小さけれぱ，参入は競 

净的となり, 各個人は選好の顕示を余霞なくされ，高 

水準の供給が行なわれるかもしれない。この点は，い 

人が少数であることによって意思決定コストが低けれ 

ぱ，より補強される。また，排除不可能については， 

free riderを防止するためにspill over分をどれだけ 

抑え得るかが，集合的行動成立の重要な点であ

以上の点から，自発的な猪合的行動による集合財の 

供給は，挑除コストが高い場合ほど，意思決定コスト 

が高いほど，镇合財の供給に関連する個人が多数であ 

るはど，成立が困難となる。

2. 政 治 機 構

特定の共同利用可能財の供給に関して，自発的集合 

的行動に失敗した個人は，排除コス卜，意思決定コス 

トの低いなんらかの制度を志向することが予想される， 

自発的であると否とにかかわらず，メンバーであるこ 

とが要求され，必ずしも全員一致でなくとも意思決走 

がなされるような集合的行動，これを政治機構と考え 

よう。そして政'機構での意思決定によって供給され 

る共同利用可能財を公共的供給財とする。簡単のため 

に, 政治機構での意思決定ル一ルは，直接民主制で， 

社会の個人に1票ずつの投票権が与えられた下での多 

数決であって，これらを制度的に保証する強制力が存 

在すると考えよう。ここで强制力は，第一^に政治機構 

での意思決定に違反する行動をとる個人に対するgg則

注ひ4) 共向利用可能財力く，ある個人には正の効月jを与えるが，他の人には炎の効用を与え，しかも扼艳不可能でibるよ 

, うな, 煤® をIIIす工場と被害住民の楊仓には，^̂ 合的行動は，被害住民が工場の行動を変更させ媒顿めストップとぃう 

集合財のひI:給として成立する。もし!!:場の媒烛に対する法fji的躲制が存在せず，工場自身は被害住民の反対連動から:Jミ 
の効/nを受けることがなぃ限り, m uをストクプさせる誘因を持たないから，集合的行動は被書住民侧からの補助金支 

狂、ぃとぃう形でのみ成立する。しかも工場侧の選好は隙されるから最適点は不明であり，被害住民は交涉におぃてきわ 

めて弱ぃ立場に☆たされ，銀合的行動による利益のはとんどが工場侧に補助金として吸収される可能性が強ぃ。これは, 
披割お民の染合的行動K；よる期待効版*、わずかであることを示し発的な集☆め行動の成i ：は困難でもる。

< 1 5 )集合がJ行動は概念的i;こ，constitutional stageと practical stageに分解される。 <̂$合め行動のー形熊である吸り，政
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適用であり，これは，他のま発的集合的行動にも共通 

の脅迪システムでもる。第二は，通常の意思決定にお 

いては，各個人は，すで5C■政治機構に参加していて， 

任意の脱退，力IT入が不可能であるか，あるいは禁止的 

なコストがかかるととである。 したがって，各個人は， 

政治機構が自己利益に反する意思決定を行なった場合 

にも，それを甘受しなければならない。

また，特定の公共的供給財プログラムの提案者と各 

個人の間に，投票に先立った交渉過程が存在し提案 

者は各個人に対し，プ0 グラムの支持と弓1き替えに， 

side paymentを行なうものと考えよう。提案者にとっ 

て他の個人の賛同が必要な場合，その公共的供給財プ 

ログラムから得る提案者の純使益を越えない範囲で 

side paymentを与えるであろうし交渉をしかけられ 

る偶人は，そのプログラムカ壤施された時に被る純損 

失以下の side paymentに は じ な い だ ろ 5から，こ 

の仮定は，各個人の選好表示の用具として有用であろ 

ぅ。 '

以上の仮定から政治機構に参加する各個人の負担す 

る諸費用を拳げるととができる。一*旦，政治機構が設 

立されれぱ，管ぽ区域内の個人は，政治機構での公共 

的意思決定に参加するにせよ，棄権するにせよ，意思 

決定の結果に従うととを強制される。多数決ルールの 

下では，提案が過半数の賛同を得る限り，他の少数者 

は，純損失を被ることを余膨なくされる。この政治機 

構における外部費用の負担の危険性は，各個人が,多

数決ル ー ル に 基づく政治機構に参加していることli!体 

に依存しているめであって，特定の公共的供給財プロ 

グラムに対して，各個人が示す選好にかかわらず，潜 

在的に鱼担しなけれぱならない。さらに，政冶機構は 

継続的な組織であるから，政治機構に参加する個人は, 

その維持，連営等の費用を負担する必要がある。

公共的意思決定過程において，特定の共同利用可能 

財を公共的供給財として享受することを欲する個人 

は，まず自分白身の提案を表示し他の個人の選好を 

調査し，さらに自己の提案に他のi® 人からの賛同を得 

るように交涉を行ない，あ?期の提案に修正を加えつつ 

coalitionを形成し最終的に投票によってこの提案が 

採択されることをめざす。この過程での倩報コスト， 

交渉コストは，coalitionに参加する個人の数が増大す 

るにつれて上昇するから，多数決ルールの下では，各 

傭人は，g 己の提案が，最小の情報，交渉コストで採 

用されるようなcoalitionの規模をめざすよう行動す 

ろ。

S人の個人によって構成される政治後構に，公共的 

供給財プログラムの提案がなされるとしよう。提案は 

財 1単位ごとについて行なわれ,費用はすべて所与の 

税体系に従って各個人が負担するものとする。個人ズ 

力' ; , その財の供給から得られ•ると予想する使益をRi, 
費用負担をC,',交渉過程における意思決定コストを 

B i とする。B ,-は，情報コスト，交渉コスト，および 

side paymentの授受を含む。ここで個人i の純便益は，

，治機構もその創設にたって，管轄区域，投票ルール暮constitutional stageに属する長期的視に立った意思決定が 

なされると考えられる，し力、しここでの，政治機構による特定の共同利用可能財の供給という点に関しては，各個人 

は，すでに存在している政治機構を前提にして，その投票ル一ルに従ゥて短期的視野で意思決定を行なうと考えられる 

： から，constitutional stageの議論を抬象して考えるととも可能で'あろう。

ただし各個人の相互利得を前提とする集合行動論から多数決ルールと政治機構の強制力を導き出すことは容易で 

はない. ある時に，社会の全個人が染まって，多くの子孫のために，こ政治機構の管轄区域,取极う問題の範風意 

，，..’ .思決定ルールを全員-^致で決定する。Bu6hanan and Tullock (1952)力*)示すように，意思決定ルールには，意思決定 

コストと，政治機構における外部毅用（自分が反対する提案が実行されることによって被る損失）力;関係すろ, 前者tネ，
, 独栽制の下で一番低く，提实された議題の採択に必要な赞成者の率が増大するにつれて上界し.全員一致ルールの下で 

最大となる，後者は，その反対である。社会的には，両者の合計が最小とな:る意思決定ノレ一ルカ;最適だが，全員が一致 

してこのル一ルに赞同するとは考えられない。政治機構における外部则mも. 将来政治機構でなされ得る提案力;各個人 

にもたらす予想使益にも依存するから，これが異なれば，異なった意思決定ル，- ルの支持がおとる， consmutional 
stageで各個人力t全員一致*t?特定の意思決定ルールを支持するのは，全個人にとって,将来の状況および各個人の選好 

はわかっていても，自分自がその社会のどの位® にいる力、が全く不確実な場合に限られる，この条件の下において 

のみ，各個人は将来政治機構に参加するて'あろ*)個人すぺてに同一の評価を下さざるを得なし、から，中立的な立場で- 
したがって社会全体のために意思決定を行なう。 Buclmmvn (1966), Badger (1972), Mueller (1973).

注( 1 6 )下級の政治機構である地力政府につ、ては，各個人の移動によD, 独制力から免れることは可能だが，モピリチイ一 

め非常に高い7 メリカは別として，n本の現状では，地方政府の施策を?M lに地域問移動を行なう個人は通常考えられ 

ない*
(17) -m m  (15) „ ' ■

48(200)

集合財と公共的供給財

Sfニ R i- C : - B., S,>0.

個人 i は，この提案が政治機構で採択される可能性 

についての主観的確率を持っているとし，その?i 率は， 

彼の投下する意思決宠ゴストB.も正の相関があると 

すれぱ，

ア》. ニ y / > 0.

彼の効用U.-は，純使益の関数であり,、彼は期待効 

用 E<[U<]を最大にするように行動する。ここで，

. E,OJ,‘] ニ Ut(R,— C 广  B,')y ズ B‘）

であるから個人《は，M a x E iU i]と な る B,-*を決定(18)

もし，個人がこの財の供給から食の効用を被るなら 

ぱ，被は期待効用を最大にするようなside payment 

を要★ するだろう。またそれが不可能ならば，この提 

案を否決するための多数獲得の行動を起すだろう。こ 

れらの結果: 提案が多数の賛成を得れば. 採 さ れ る ，

いま， S人の社会の構成員全員に正の効用を与える 

共同利用可能財が，自発的集合的行動と政治機構での 

意思決定によって供給される場合を考えよう。個人 t 

カン受ける予想使益R fは，どちらの制度でも等しいと 

する。 どちらの制度においても個人ゼは， 期待効用 

E ,{U i]を最大化するとすれぱ，自発的集合的行動では， 

Max E ,{U ‘]= U , - (R ^ « ‘*C 一 By,*). 

となる費用資担率ル. * と意思決定コストB v i*ゼ、、政 

治機構では，

Max E£Ud ニ U ‘(R  广  Cf 一 

となる意思決定コストB g.*が定まる。政治機構では， 

すべての個人が意思決定過程への参加を強制される上, 

全員一致の賛成を必要としないから意思決定コストは 

低い。 したがって，税資担に特に不利な条件がない限 

り，政治機構での供給が選好される可能性が大き.い。 

しかし，政治機構で供給される主観的後率ギ極めて高 

く評価‘ してU、る個人は，交渉に参加せず意思決定コス 

トをできる限り小さくしたり，あるいは選好を偽って 

side paymentめ獲得をめざすかもしれない。また当初 

から提案をま示しcoalHionを作っていく個人と，coa- 

lition 過程で参入してくる個人とでは必要な交渉

コストが! ! なる。 特に多数に近いcpalitionに服界的 

に参入してくる個人の交波地位は高く， side payment 

を受収るこ'とも可能である。さらに，意思決定コスト

は提案されるプログラムの各個人に与える便益.損失 

の分布にも依存すろ。その.プダラムが各個人に与え 

る便益力;大きいはど取引領域は広がるから，交渉コス 

トに費やす費用も大きくなる。また，個人間で使益， 

損失の分ホが大きけれぱ，各個人の意見の不一致をも 

たらし，交渉コストは大きくなる，

以上のように，政治機構セ各個人の負担する意思決 

定 コストは，個々の公共的供給財プログラムによってt- 

その実現の主観的61率，予想便益，交渉過程に影響さ 

れて異なった値をとり得るのであり，共同利用可能財 

の公共的供給財化も，これらに依存する。

3. 公共的供給財の決定 ’

共同利用可能財が，ホ為機構によって私的財と.して 

供給されるか， {II発的集合的行動によって私的集合財 

として供給されるか，政治機構によって公共的供給財 

として供給されるかの決定は，これら3 つの制度に直 

面する各個人が最大の期待効用をもたらす制度を選択 

した結果であり，その選択の要因となるのは，共同利： 

用可能財の性質，各制度性質，および各個人の効用 

関数の要素，夥状である。 したがって，特定の財をど 

の分類に入れるかについては，個々のこ4モ例に関する其 

体的な分析によらざるを得ないが，以下の点が指摘で 

きる。ここで簡単のため，共同利用可能財は, 3 つの 

制度のV、ずれによって供給されようとも，各個人に与 

える便益は変イヒしないと考える。 ^

1) 結合供給財の場合各個人の選好に関する知 

識が相互に不完全である場合は，この財の市場機構で 

の供給は，差別価格づけは行なわれ得ず，均一施格に 

よる。そのため，所与.の/®格以下の評価を持'っものや， 

より高い価格でをっても，より高い供給水準を望むも 

のの選好は無視されるから，過少供給とならざるを得 

ない。 し力、し価格挑除は可能であり，私的財としてか 

なりの供給量が予想できる。

自発的集合的行動による供給は，グループ内メンバ 

一相互の交渉力河能であるから，メンバ一間の差別化 

した費用分担も考えられる。自発的集合的行動に移ろ 

ことによる追加的費;nが無視できるはどならぱ，多く 

の個人にとって，共同利用可能財の私的集合財として 

の供給に向かう誘因が存在する。' 実際，耐久消費財り

注 (18) FKBi)ニUKRi-C广 B ,-),と，すれぱ，Bi[U ,]=Fi(B .-)ri(B .).一次条件は，rfE,[卯 /<©‘ニ0.より  ニ0,

y//y<ニ一F '/ F .と§11わされる。すなわち, 意思決定コストの限界的変化による公共的供給W実現の:観的確率の变イ匕 

ホが，マイナスの効用の恋イヒ率に等しい点にが定まる。

(19) Olson (1965)は，この楊合に多数派の過大只担となる傾向がもることを指摘している。pp. 29,

— 49 (湖 ）

■ lyMWWiiwtiiUwmMwwimiMWiiiwwi

F

.

.

.- 

'
 

>
 

>
 

-
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共同利用から，寡占企業の協調行動， 協組織等，多 

くの自発的集合的行動が，結合供給財をめぐって行な 

われる。

とれに対して, 政沿機構による供給ガ、は，一般に供 

給量が画一的になる傾向がり，個人間で選好が離 

する財については，交渉コストも大きく，決定は困難 

である。本来，結合供給財が市場機構で過少供給とな 

るめは，供給価格が各個人の限界評価と維離するため 

だったが，この場合には，政治機構での救済は困難で 

ある。 したがって，結合供給財は，供給量の分割不可 

能性や，供給規模の拡大による費用適減が存在したり， 

混I I 現象が生じない等の場合で， しかも，市場機携， 

自発的集合的行動が,十分にその規模の経済を利用で 

きないような時にのみ，政治機構における供給力;行な 

われよう。

2 ) 排除不可能財の場合ホ場機構での供給は， 

この財をもっとも選好する個人が費用を負担し，他の 

個人はすべて free riderとなって，代価を支仏わずに 

ゅill overする分を享受する。このとき，代価を支仏ゥ 

す̂£個人以外の需要は無視されろから，供'精は過少とな 

'る0

もしこの財を享受する個人の数が比較的少数なら 

ば，交渉による自発的集合的行動によって費用を分担 

し，私的集合財として享受することも可能でもろう。 

しかしそうでない場合は，意思決定コスト，排除コス、 

ト，グループの取決めを遵守させるためのコストカ';大 

きくなり，自発的集合的行動の有利性は低下する。

政治機構での公共的供給では，費用は強制的に税に 

よって徴収されるから，挑除コストは不必要である。

この点で， の 2 つの制度に比較して有利であり,.公 

共的供給財として供給される可能性は高い。さらに， 

社会の構成員すぺてが享受に加わった方が財の便益を 

増す法令，蓉察，司法 . 防等，あるいは混雑による 

使益の低下を生じない財，例えば，国防サービス等は， 

公共的供給財として成立する。 しかし，公共的意思決 

定過程における選好の不顕示は残存するから，最適供 

給は導かれない。

上記の点を除くけぱ，公兆的供給の一般的な有利点は 

存在しない。 しかも，緒合供給財，排除不可能財を間

わず，各個人の逃好が相互に大きく 5Te離している場合， 

比较的少人数での供給力河能な場合などは，’画一的な 

政治機溝での意思決宠は，個人問の選好の乖離ゆえに 

多量の供給が困難であり，社会全体の需要に応じきれ 

ず, 殘りの部分は，他の制度による供給によゥてまか 

なわれる。さまざまな制度で供給されるプール，共同 

住宅等の例がこれに当ると思われる。

I V 結

このノートでは，共同利用可能財が，市場機構，自 

発的集合的行動，政治機構のうち，どの制度によって 

供給されるのかは，財の性質，制teの特性，各個人の 

選好に依存することが示された。この問題のより具体 

的な検討には，上記 3 つの要囚を特定イヒした下での議 

論によるはかはない。

また, ここで提示した政治機構のモデルは,.単純で 

あって，より現実的な分析には，政党，利益集団，官 

僚機清を含めた政治機構の全体モデルの構築が不可欠 

である。これらの組織は恒常的に存在し組織自体に 

定められた目的を持っており，この中で各個人が， 

self interestを考量しながら意思決定を行なっていく。 

このような過程を考察するには，ここで提示した讓合 

的行動論を発展させた組織の理論の確立が必要であろ 

う*'
政治機構を考慮に入れた公共的供給財の議論は，ホ 

場機溝と政治機#^の最適な混合という最適体制論に速 

結するものであるが, その^ 過程として，政治機構の 

全体モデルを構第する組織理論の確立が望まれるので

ある。
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計画問題における影の価格と 

その計算可能性について（その1*)

細 野 助 博

r ."-般の獣のはかに， 力の强、、しかも危險な獣の狩 

狐に成果をあげていたことが真実でちるとすれぱ,それは 

まえもゥて一^群の狩人たちが方針をとりきめてから行った 
からに違いない。事前に計[10を立t：るために,は，言語を用 

.いる必耍があったはずである。J J. Monod ,
*■必然と偶然J

は じ め に

経済問題に数理針画法を適用して考察する場合の典 

-型例は,経済計画(Economic Planning)に見出される。あ 

.ろいは経済体制論的な譲諭からは，計画経済 (Planned 

.Economy)の効率性について数理針画法が云々される。

そして一般的には後者の議論が有名でもある。今，そ 

，，の議論を要約するならぱ》

生産耍素をS 有化したような経済社会では，

⑧生産要素に対する「市場J が消減する為に，合 

激 的 な 「経済計算J (Wirtschaftsrechnung) の根拠と 

な る 「生産要素価格J が設定不可熊になる。

.⑧しかも， 「価格J 力;理的に設定されるとして 

も，財の種類が多種多様にわたる現実のホで*財ご 

とに価格を付加して方程式体系を作っても，その方 

程式律系に解を持たせる，あるいはもっと耍求を独 

くすれぱ，市場機構力，、約束すをParato最適を満た 

す解を结たせるような機構は存在しない。

という主張と，

7 ® 合理的な経済計算の根拠となる「価格』は，耍 

素間の技術的代替率をもって「計算価格J として設 

定可能であり,

7 ⑧大規模方程式をすベて中央 fh l j当 局 （Central 

Planning Boad； C.P.B.)が大型計算機を用いて解を求 

めるには限界があるが，解を卖現させる機ITを使法

* ) 本論は主に生座計画を中心に話を展開している。 .
：■注（1 ) この厢辺の鎌論は次の箸!11 及び論文参照。M. Dobb, Welfare Economics and Ih  Economies of SodiuUsm, 1969. (0

として持つことは可能である。

という主張に代表される。

本論の主題は，経済体制論的な接近というよりも. 

経済計画（それは体制を抽象化させた形で）における2つ 

の key wordsについて，考察して行こ うとするもので 

ある。そのkey wordsとは.「彩の価格j (shadow price) 

であり，r計算可能性J (ComputabilUy)であ)る。この2 . 

つ の key wordsは7 ⑧なり7 ⑧なDに関速している。 

◎ 計 画 問 題 を '

「f c る制約条件が許す跪fflで 

Lある目的関数を最大イ匕（最小化）する問題 

として定義する。

◎影の価格を

一目的関数値と制約条件との対応で,制約条件の 

-変更が目的関数値に与える変イ匕値 

として定義する。

<§)計算可能性を

「有限回のある操作によっモ， 目標値に到達可能 

しであること 

として定義する。

さて，本論での評画問題では簡単化の為の®々の服 

定を行なう必要があろう。 

r限定条件Ij .

■'期問は比岐静学的な檢討が十分可能なくらい短 

•■期である。 

r限定条件2」

-貨幣のような自己増殖的な財の存在をギ赠する。 

これは「限定条件I j との関速で，どの財（ほ山 

财でなければ，財価格はゼロではないから）も基準財 

(numeraire) {■こなりうる。

本語訳*■厚生経済学と社会き義経学J 1刷8)< 
Organization* Econometrica, Vol.27,1959-

T- Marschak, "Centralization and Decentralization in Economic

53(205)

mam

m ：：«


